
使われる!? 子どもの健診情報 
－乳幼児健診と就学時健診の連携を中心に－ 

１）今年から子どもの健診情報の共有がはじまる 

２）データヘルス改革とは？ その内容と目的 

３）「データヘルス時代の母子保健情報の利活用に関する検討会」の 
    検討内容と中間報告書 

４）乳幼児健診の内容と「健民健兵」からはじまる歴史 

５）就学時健診との連携のもたらすもの 

６）マイナンバー制度を利用するとはどういうこと？ 
    マイナンバー(個人番号)の付番、情報連携、マイナポータル、マイナンバーカード 

７）問題点を考える 
プライバシーは？ 「本人同意」は？ 選別が強化される？ 漏えいの危険は？ 
何のための健診情報利用？ 当事者が欠落した行政の都合？ 「健康」への動員？ 

就学時健診を考える府中市民の会学習会 
2020年3月28日(土)PM6 府中市プラッツ 
話：原田 富弘（共通番号いらないネット） 



子どもの健診情報の共有が2020年からはじまる 

【社会保障審議会児童部会 
 2019年3月4日 資料8より】 



厚生労働省の進めるデータヘルス改革とは 

【データ時代における学校健康診断情報の利活用検討会 
     第1回2019年10月30日資料4より】  



データヘルス改革の目的 

【データヘルス改革推進本部 第2回 2017年7月28日 資料１より】 



成長戦略の一環としてのデータヘルス改革 

【データ時代における学校健康診断情報の利活用検討会    第1回2019年10月30日資料2より】 



ＰＨＲ（Personal Health Record）とは 



子どもの健診とデータの連携方法の現状 

【未来投資会議  構造改革徹底推進会合  「健康・医療・介護」会合  2017年11月15日 資料４より】 



子どもの健診情報連携の検討目的と予定 

【データヘルス時代の母子保健情報の利活用に関する検討会 第１回 2018年5月24日 資料２より】 



母子保健情報利活用の厚労省の検討会まとめ 

【データ時代における学校健康診断情報の利活用検討会    第1回2019年10月30日資料4】 



乳幼児健診データを３つに区分して管理 

【データヘルス時代の母子保健情報の利活用に関する検討会 第３回 2018年5月24日 資料３より】 



母子保健法を改正しマイナンバー制度を利用 

【データ時代における学校健康診断情報の利活用検討会 第1回2019年10月30日 資料４厚労省資料より】 



「健民健兵」政策からはじまる健診の歴史 

◇1937年保健所法の制定･･････母子衛生と結核予防が中心 
◇1937年母子保護法、1938年社会福祉事業法の制定 
◇1938年厚生省設置･･････乳幼児一斉検診、育児指導、栄養品補給 
◇1940年国民体力法の制定･･････１，２歳児の体力検査と保健指導を市町村で 
※1940年国民優生法の制定･･････「国民素質ノ向上」 
◇1941年人口政策確立要綱を決定･･････富国強兵、「産めよ増やせよ」 
◇ 1942年 妊産婦手帳制度（現、母子健康手帳）･･････世界最初の妊婦登録制度 
◇ 1947年 厚生省に児童局設置、母子衛生課の新設、児童福祉法の制定 
◇ 1948年 母子保健対策要綱の策定、母子手帳、予防接種法制定・施行 
※ 1948年 優生保護法⇒1996年母体保護法 
◇ 1961年 三歳児健診開始 
◇ 1965年 母子保健法制定（児童福祉法から独立）・施行（1966年） 
◇ 1966年 母子健康手帳･･････医学的記載欄が詳細に、保護者の記載欄の追加 
◇ 1977年 一歳六ヶ月児健診開始＝乳幼児健診の体系が一応完成 

【「乳幼児健康診査制度の変遷と健康診査情報の利活用について」（梅木和宣厚生労働省子ども家庭局母子保健課課長補佐）  
   小児保健研究77巻6号 (2018年)を参考に加筆 】 
 https://www.jschild.med-all.net/Contents/private/cx3child/2018/007706/002/0488-0496.pdf 



学校健診との情報共有の検討が開始 

【データ時代における学校健康診断情報の利活用検討会 第1回2019年10月30日 資料２文科省資料より】 



学校における健診情報の電子化 

【経済財政諮問会議 経済・財政一体改革推進委員会 第26回2019年5月28日 資料２文科省資料より】 



「統合型校務支援システム」とは 

【経済財政諮問会議 経済・財政一体改革推進委員会 第26回2019年5月28日 資料２文科省資料より】 



就学事務の一環としての就学時健診 

【データヘルス時代の母子保健情報の利活用に関する検討会 第３回 2018年5月24日 資料６文科省資料より】 



2013年法改正前の就学先決定手続き 
※就学時健診による医学的診断で就学基準（学校教育法施行令22条3）に基づき就学先を判断 

【中央教育審議会 初等中等教育分科会 特別支援教育の在り方に関する特別委員会報告 2012 年7月26日 参考資料16より】 



 障害のある児童生徒の就学先決定手続の流れ 

【新しい時代の特別支援教育在り方に関する有識者会議 第1回2019年9月25日 資料３－１文科省資料より】 

2013年（平成25年）9月1日学校教育法施行令一部改正の施行後の手続き 



  乳幼児健診から就学へ連携の要請が強まる 
早期からの教育相談・支援体制構築事業。2012年度～文科省実施。障害のある子供一人一人の教育的ニーズ
に応じた支援を保障する就学先を決定するため、早期からの教育相談・支援体制を構築。 

【早期からの教育相談・支援体制構築事業の概要図  （文部科学省初等中等教育局特別支援教育課）  】 



教育再生実行会議の提言（2016年）抜粋 
（１）発達障害など障害のある子供たちへの教育 

〔早期発見・早期対応の仕組みづくり〕 
○ 発達障害を早期に発見し適切な支援につなげるため、国、地方公共団体は、１歳６か月児健診、
３歳児健診の結果が就学時健診や就学中の健診にも引き継がれ活用されるよう促す。 

  就学時健診や就学中の健診において、最新の科学的知見に基づき、発達障害を含む個々の障
害の特性に対応した的確な検査がなされるよう、発達障害の特性を踏まえた視点を健診時の問診
票や面接実施要領等に明確に位置付けるとともに、マニュアルの見直しや先進事例の周知を行う。 

  さらに、健診の結果等を踏まえ、早期からの教育相談・支援に資するため、関係部局・機関や地域
等との連絡調整、情報収集等を行う職員の地方公共団体への配置を充実する。 

〔学校での個別カルテ（仮称）の作成と引継ぎ〕 
○ 特別な支援を必要とする子供について、各発達段階を通じ、円滑な情報の共有、引継ぎがなされ

るよう、国は、乳幼児期から高等学校段階までの各学校等で個別の支援情報に関する資料（個別
カルテ（仮称））を作成し、進級、進学、就労の際に、記載された情報の取扱いについて十分配慮し
た上で、その内容が適切に引き継がれる仕組みを整える。 

  高等教育段階においても、個別カルテ（仮称）の作成・活用を推進する。特に、特別支援学級及び
通級による指導の対象となる児童生徒については、個別カルテ（仮称）の作成を義務化する。 

〔各地方公共団体における一元的な体制の整備〕 
○ 上記の個別カルテ（仮称）の有効活用も含め、乳幼児期から青年期まで継続的に発達支援・相談

等を行う体制の整備を促すため、国は、各市区町村等において教育・福祉・医療・労働分野等の関
係部局が連携した体制を整備することによって成果を上げている先進的な取組事例について情報
提供するとともに、モデル事業の実施等を通じた支援を行う。 

【教育再生実行会議 第九次提言 2016年5月20日 】 



総務省の勧告（2017年1月） 

【発達障害者支援に関する行政評価・監視＜結果に基づく勧告＞ 総務省行政評価局 2017年1月20日 】 



総務省の勧告の結果１ 

【https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01hyoka02_0531.html】 



総務省の勧告の結果２ 



その結果、分けられた教育が急増

【新しい時代の特別支援教育在り方に関する有識者会議 第1回2019年9月25日 資料３－１文科省資料より】 



急増する「発達障害」の特別支援学級在籍者

【新しい時代の特別支援教育在り方に関する有識者会議 第1回2019年9月25日 資料３－１文科省資料より】 



マイナンバー制度とは 

【マイナンバー制度における情報連携について（ 2016年5月総務省個人番号企画室）より】 



マイナンバー制度の仕組み

個人・法人
番号通知
2015年10月 

情報提供
ネットワーク
システム
2017年7月
試行開始
2017年11月
本格運用

個人番号(マイナンバー)カード 
  2016年1月交付開始 

【法制審議会戸籍法部会 第１回（平成２９年１０月２０日開催）参考資料３より】 



導入理由＝個人情報をタテとヨコにつなげる 

個人情報を分野を超えて生涯を通じてデータマッチングする社会基盤 
 「・・・・・・これらの事態は、我が国において、複数の機関に存在し、かつそれぞれに蓄積される個人
の情報が同一人の情報であるということの確認を行うための基盤が存在しないことが大きな要因と
なっている。 
 年金のように国民一人ひとりの情報が生涯を通じて「タテ」につながる必要性や、医療・介護など制
度横断的に自己負担上限額を定める場合のように国民一人ひとりの情報が分野を超えて「ヨコ」につ
ながる必要性が、この基盤なしには充足し難いのである。」  （「社会保障・税番号大綱」3～4頁） 

マイナンバー制度の目的（番号法第１条） 
行政機関、地方公共団体その他の行政事務を処理する者が、 
個人番号及び法人番号の有する特定の個人及び法人その他の団体を識別する機能を活用し、並び
に当該機能によって異なる分野に属する情報を照合してこれらが同一の者に係るものであるかどうか
を確認することができるものとして整備された情報システムを運用して、 

効率的な情報の管理及び利用並びに他の行政事務を処理する者との間における迅速な情報の授受
を行うことができるようにするとともに、これにより、 

  ・行政運営の効率化及び 
  ・行政分野におけるより公正な給付と負担の確保を図り、かつ、（※国会審議で追加修正） 

  ・これらの者に対し申請、届出その他の手続を行い、又はこれらの者から便益の提供を受ける国民
が、手続の簡素化による負担の軽減、本人確認の簡易な手段その他の利便性の向上を得られる
ようにするために必要な事項を定める 

※社会保障・税のために使うという目的の限定はない。どんな行政事務にも利用可能。 

 



情報連携(情報提供ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ)とは 

【マイナンバー制度における情報連携について（ 2016年5月総務省個人番号企画室）より】 



マイナンバーカードとは

【法制審議会戸籍法部会 第１回（平成２９年１０月２０日開催）参考資料３より】 



マイナポータルとは

【法制審議会戸籍法部会 第１回（平成２９年１０月２０日開催）参考資料３より】 



 ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞの保険証利用(ｵﾝﾗｲﾝ資格確認)から医療情報連携へ 



国の認めるマイナンバー制度の危険性

【法制審議会戸籍法部会 第１回（平成２９年１０月２０日開催）参考資料３より】 



総務省のモデル自治体＝前橋市で発生した漏えい
漏えいした個人情報

平成24年度から平成29年度まで在籍した全ての児童生

徒と教職員の給食費データ（氏名、性別、生年月日、住
所、電話番号、保護者氏名・口座情報） 47,839人分 
（前橋市教育委員会ネットワークへの不正アクセスにより
流出した可能性のある個人情報の特定について
https://www.city.maebashi.gunma.jp/kosodate_kyoiku/3/
6/13580.html） 

データセンターの

移管設計や構築

を委託していた

NTT東日本に対し 
約1億7700万円 
の損害賠償方針

（上毛新聞

2020年2月20日 
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20200220-00010001-jomo-l10） 

読
売
新
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総務省の子ども情報利活用のモデル事業 

【データヘルス時代の母子保健情報の利活用に関する検討会 第４回 2018年6月8日 参考資料５より】 



健診情報は「要配慮個人情報」 

【「改正個人情報保護法について」（個人情報保護委員会事務局 平成28年11月28日） p.15 】 
https://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/sansei/daiyoji_sangyo_chizai/pdf/003_02_00.pdf 

2017年個人情報保護法改正により新設（民間が対象） 



プライバシーは？  「本人同意」は？ 

・「本人同意」には２つの方法 

  オプト・イン（opt in）＝同意した場合だけ提供できる。個人に主導権 

  オプト・アウト（opt out）＝拒否されなければ提供できる。事業者・行政側に主導権 

 ※個人情報保護法では、要配慮個人情報の収集提供はオプト・インが原則 

・情報提供ネットワークシステムでは、本人同意は認められていない 
番号法第二十二条 （特定個人情報の提供） 

 情報提供者は、第十九条第七号の規定(＝情報提供ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ)により特定個人情報の提供
を求められた場合において、当該提供の求めについて前条第二項の規定による総務大臣からの
通知を受けたときは、政令で定めるところにより、情報照会者に対し、当該特定個人情報を提供し
なければならない。 

・「個人情報保護に配慮」？･･･セキュリティ対策と個人情報保護は違う 
  セキュリティ対策＝情報資産を漏えいや不正利用から守ること。主体は管理者。 

  個人情報保護＝自分の個人情報の扱われ方に対する関与。主体は個人。 

・自己情報コントロール権＝希望する情報を希望するところに正しく伝える権利 
「自己の個人情報が、収集・保存・利用・提供される各場面において、事前にその目的を示され、そ
の目的のための収集・利用等について、同意権を行使する（＝自己決定する）ことによって、自己
のプライバシーを保護できる権利」（マイナンバー違憲訴訟・東京訴状15頁） 

 



 医療情報利用は｢特段の措置の法制化｣と併せて整備 

第４ 情報の機微性に応じた特段の措置 

 「社会保障分野、特に医療分野等において取り扱われる情報には、個人の生
命・身体・健康等に関わる情報をはじめ、特に機微性の高い情報が含まれてい
ることから、個人情報保護法成立の際、特に個人情報の漏洩が深刻なプライバ
シー侵害につながる危険性があるとして医療分野等の個別法を検討すること
が衆参両院で付帯決議されている。 

 今般、番号制度の導入に当たり、番号法において「番号」に係る個人情報の
取扱いについて、個人情報保護法より厳格な取扱いを求めることから、医療分
野等において番号制度の利便性を高め国民に安心して活用してもらうため、医
療分野等の特に機微性の高い医療情報等の取扱いに関し、個人情報保護法
又は番号法の特別法として、その機微性や情報の特性に配慮した特段の措置
を定める法制を番号法と併せて整備する。 

 なお、法案の作成は、社会保障分野サブワーキンググループでの議論を踏ま
え、内閣官房と連携しつつ、厚生労働省において行う。」 

                           「社会保障・税番号大綱」55頁 

 しかし整備されていない 


